
４．城原川ダム検証に係る検討の内容 

4．1 検証対象ダム事業等の点検 

検証要領細目に基づき、城原川ダム事業等の点検を行った。 

 

4．1．1 総事業費及び工期 

現在保有している技術情報等の範囲内で、総事業費及び工期について点検を行った※1。 

なお、今回の点検は、平成 15 年度の事業評価監視委員会に提示（それ以降の事業評価に

おいても踏襲してきたもの）した貯留型ダムを点検対象とするが、1.1.1 で示したように不特定容

量の必要性がないと判断したことにより、流水型ダムの諸元において点検を行った。 

点検の概要を以下に示す。 

※1 ダム事業の点検及び他の治水対策案にあたっても、さらなるコスト縮減や工期短縮などの期待的要素は含まないこととしている。 

なお、検証の結論に沿って、いずれの対策を実施する場合においても、実際の施工にあたってはさらなるコスト縮減や工期短縮に対して

最大限の努力をすることとしている。 

 

(1)総事業費 

1）総事業費の点検の考え方 

・貯留型ダムの総事業費を点検対象とし、流水型ダムにおける総事業費の点検を行った。 

・平成 29 年度以降の残事業の数量や内容について、平成 28 年度迄の実施内容や今後の

変動要因、平成 26 年度単価を考慮して分析評価を行った。 

 

2）点検の結果 

・総事業費の点検結果は表 4.1-1 のとおりである。 

・点検の結果、総事業費は約 485 億円であり、今回の検証における残事業費(平成 29 年度

以降)は約 439 億円とした。 
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(2)工期 

1）工期の点検の考え方 

・建設事業着手後、残事業の完了までに必要な期間を点検した。 

・ただし、現計画における貯留型ダムに対し、今回の点検は流水型ダムであることから、改

めて工期の算定を行った。 

・なお、今回の点検ではダム本体及び関連工事は、概略設計数量及び施工計画等に基

づき標準的な工程を仮定し、必要な期間を確保すると想定した。用地補償等については、

用地調査２年、補償基準妥結１年・補償契約１年、計４年を見込む。 

 

2）点検の結果 

・建設事業着手からダム事業が完了するまで約 13 年間程度を要すると見込んでいる。 

 

表 4.1-2 事業完了までに要する必要な工期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※建設事業の着手については未定。 

※今後行う詳細な検討結果や協議、予算上の制約や入札手続き、各種法手続き等によっては、見込みのとおりとならない場合がある。 

 

現行工程
点検結果
ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ
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近傍類似ダムの位置図

城原川ダム
建設予定地

北山ダム

南畑ダム

脊振ダム 山神ダム

河内ダム

伊岐佐ダム

(参考)嘉瀬川ダム

早良・佐賀花崗岩
Sawara and Saga granite

平尾・朝倉・鞍手花崗閃緑岩
Hirao,Asakura and Kurate granodiorite

糸島花崗閃緑岩
Itoshima Kurate granodiorite

grs

grs

grs

アダメロ岩・花崗岩
Adamellite and granite

花崗閃緑岩・アダメロ岩
Granodiorite and Adamellite

石英閃緑岩・花崗閃緑岩
Quartz diorite and Granodiorite

4．1．2 堆砂計画 

・今回の点検では、近傍類似ダムの最新の実績データを基に計画比流入土砂量、計画堆

砂量の計算を行い、堆砂計画の妥当性について点検した。 

・城原川ダムの今回の点検は流水型ダムであることから、ダム洪水調節地内の河道にて一

次元河床変動計算により 100 年間の堆砂シミュレーションを行い、基本高水流量の洪水が

発生した最大貯水位時に一時的に堆砂する土砂量を計画堆砂量と設定する。 

 

(1) 計画比流入土砂量の点検 

・平成 23 年度に嘉瀬川ダムが完成しているが、完成して間もなく、堆砂量を把握するデータ

が少ないため、近傍類似６ダムにおいて確認した。 

・計画比流入土砂量の設定にあたっては、平成 26 年までの近傍類似６ダムの実績堆砂量、

水文特性（年間降雨量、最大日雨量、年間総雨量等）により算出した比堆砂量に対し、この

比堆砂量には含まれない浮遊砂成分について貯水池の回転率から求めた捕捉率で補正

する。これらを水文特性や流域特性（傾斜度、崩壊地比率等）の回帰分析から最も相関の

高い特性を用いて計画比流入土砂量を求めた。 

・この結果、実績比流入土砂量による回帰分析の結果、起伏度より 370m3/km2/年。確率比

流入土砂量による回帰分析の結果、平均傾斜度より 331m3/km2/年となり、今回の点検に

おける計画比流入土砂量は約 400ｍ3/km2/年となることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-1 近傍類似ダムの位置図 

 

表 4.1-3 近傍類似ダムの比流入土砂量（実績値及び期待値） 

実　　績
比堆砂量
(ｍ3/km2/年)

捕捉率
比流入
土砂量

(m3/km2/年)

確　　率
比堆砂量
(ｍ3/km2/年)

捕捉率
比流入
土砂量

(m3/km2/年)

平　均
年　間
降雨量
(mm/年)

平  均
年最大
降雨量
(mm/日)

平  均
年間総
流　量

(千m3/年)

平  均
年間総
比流量

(千m
3
/km

2
/年)

起伏度
平　 均
傾斜度

比崩壊地
面    積
(m2/km2)

S31

竣工
年度

経過
年数

流域
面積
(km2)

総貯水量
(千ｍ3)

10,599
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表 4.1-4 計画比流入土砂量の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 計画堆砂量の点検 

・流入してくると想定される計画比流入土砂量の土砂粒度構成をダム上流の河床材料調査

より設定した。 

・実績の流量データを繰り返して得られる流量に、洪水発生の生起確率に応じた補正を行

い、100 年間で生じる流入量を推定した。 

・これら土砂、流入量によるダム洪水調節地内の河道にて一次元河床変動計算による 100

年間の堆砂シミュレーションを行い、基本高水流量の洪水が発生した最大貯水位時に一時

的に堆砂する土砂量の最大値を計画堆砂量と設定する。 

・結果、今回の点検における計画堆砂量は 5 万 m3 とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-2 計画堆砂量（推定堆砂形状） 

推計方法
比流入土砂量
(点検結果)

近傍類似ダムの実績比流入土砂量
による回帰分析

370m3/km2/年

近傍類似ダムの確率比流入土砂量
による回帰分析

331m3/km2/年
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ダムサイトからの距離(m)

最大貯水位

最大貯水位時の堆砂形状

100年堆砂時

元河床

※

※ダム洪水調節地内の河道にて一次元河床変動計算による100年間の堆砂シミュレーションを行い、基本高水流量の洪水が発生した最

大貯水位時に一時的に堆砂すると推定した堆砂形状。 
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4．1．3 過去の洪水実績など計画の前提となっているデータ 

(1) 点検の実施 

検証要領細目「第４ 再評価の視点」（１）で規定されている「過去の洪水実績など計画

の前提となっているデータ等について詳細に点検を行う。」に基づき雨量データ及び流量

データの点検を実施した。 

今回の検証に係る検討は、点検の結果、必要な修正を反映したデータを用いて実施し

た。 

 

(2) 点検結果の公表 

雨量データ及び流量データの点検結果については、別途、九州地方整備局のホームペ

ージで公表した。 
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